
報第２号 

 令和５年度高山市一般会計補正予算（第１０号）の専決処分について 

  令和５年度高山市の一般会計の補正予算（第１０号）を別紙とすることにつき、地方自治法（昭

和２２年法律第６７号）第１８０条第１項の規定により、令和６年２月６日専決処分したので、同

条第２項の規定により報告する。 

 令和６年３月１日提出 

高山市長 田 中 明 



                                                                   

 

 

   令和５年度高山市一般会計補正予算（第１０号） 

 

  令和５年度高山市の一般会計の補正予算（第１０号）は、次に定めるところによる。 

  （歳入歳出予算の補正） 

第１条  歳入歳出予算の総額に歳入歳出それぞれ２５８，５００千円を追加し、歳入歳出予算の総額を歳入歳出そ 

れぞれ５８，１５８，３６３千円とする。 

２  歳入歳出予算の補正の款項の区分及び当該区分ごとの金額並びに補正後の歳入歳出予算の金額は、「第１表  

歳入歳出予算補正」による。 

（繰越明許費の補正） 

第２条 繰越明許費の追加は、「第２表 繰越明許費補正」による。 

     

令和６年２月６日専決 

                                                                      高山市長  田 中  明    



歳　入 (単位：千円)

款 項 補  正  前  の  額 補　　正　　額 計

15. 国 庫 支 出 金 ７，２５１，８２５ ２５８，５００ ７，５１０，３２５

2. 国 庫 補 助 金 ３，３４１，３５８ ２５８，５００ ３，５９９，８５８

歳　　　　　入　　　　　合　　　　　計 ５７，８９９，８６３ ２５８，５００ ５８，１５８，３６３

歳　出 (単位：千円)

款 項 補  正  前  の  額 補　　正　　額 計

3. 民 生 費 １５，２０９，７７３ ２５８，５００ １５，４６８，２７３

1. 社 会 福 祉 費 ５，８２０，４５２ ２５８，５００ ６，０７８，９５２

歳　　　　　出　　　　　合　　　　　計 ５７，８９９，８６３ ２５８，５００ ５８，１５８，３６３

第１表　歳 入 歳 出 予 算 補 正



追　加 (単位：千円)

3. 民 生 費 1. 社 会 福 祉 費 ２５８，５００

金　　　額

物価高騰対応重点支援給付金（令和５年度住民税均等
割のみ課税世帯・こども加算）給付事業

第２表　繰 越 明 許 費 補 正

款 項 事　　　　業　　　　名



令和５年度高山市一般会計歳入歳出補正予算事項別明細書
歳　入

(款) 15. 国庫支出金

(項) 2. 国庫補助金 (単位：千円)

節

補正前の額 補 正 額 計 説　　　　　　　　　　　　　明

 2. 民生費国庫補助金 1,404,338 258,500 1,662,838  1. 社会福祉費補助金 258,500 物価高騰対応重点支援給付金（令和５年度住民

税均等割のみ課税世帯・こども加算）給付事業

費                               258,500(0)

　補助率　　１０／１０

計 3,341,358 258,500 3,599,858

目
区     分 金   額

歳　出

(款) 3. 民生費

(項) 1. 社会福祉費 (単位：千円)
補　 正　 額　 の　 財　 源　 内　 訳 節

目 補正前の額 補 正 額 計 特    定    財    源 説　　　明

国庫支出金 県支 出金 地 方 債 そ の 他

8. 物価高騰対 511,000 258,500 769,500 258,500 1. 報酬 500 　　　　　　　　　　          500(1,000)

応重点支援 会計年度任用職員報酬          ３人(３人)

給付金給付 3. 職員手当等 1,200 時間外勤務手当              1,200(1,500)

費 8. 旅費 20 費用弁償                          20(60)

10. 需用費 330 消耗品費                        250(300)

印刷製本費                        80(80)

11. 役務費 950 通信運搬費                      500(750)

手数料　　                      450(900)

12. 委託料 5,500 電算委託料　                5,500(2,000)

18. 負担金、補 250,000 物価高騰対応重点支援給付金（令和５年度

助及び交付 住民税均等割のみ課税世帯）    200,000(0)

金 物価高騰対応重点支援給付金（こども加算)

  　　　　　                   50,000(0)

計 5,820,452 258,500 6,078,952 258,500

一般財源 区   分 金   額



(949)人
        897

(946)人

        897

(3)人

          0

千円

191,743

内 訳 190,543

1,200

1,200 1,700 0

　　　　（注）（　）内は、短時間勤務職員数を外数で表示。

1,7000

　給　　　　　　　　与　　　　　　　　費　　　　　　　　明　　　　　　　　細　　　　　　　　書

 　２．一般職

 　　(１)　総括

区　  　　分
給  　　　　　　与  　　　　　　費

共  済  費 合     計 備     考
報    酬 計給    料

職　員　数
職 員 手 当

678,052 3,332,817 2,365,767 6,376,636 1,320,804

678,552 3,332,817 2,366,967 7,699,140

7,697,440

千円千円 千円 千円 千円

補 　正　 前

比    　  較

補　 正 　後 6,378,336 1,320,804

補　 正 　前

職 員 手 当 の

比  　　　較 500

補　 正　 後

千円

区    　  分
時間外勤務
手　　　当



(0)人
        772

(0)人

        772

(0)人

          0

千円

191,568

内 訳 190,368

1,200

　給　　　　　　　　与　　　　　　　　費　　　　　　　　明　　　　　　　　細　　　　　　　　書

 　　　　ア　一般職

区　  　　分 職　員　数
給  　　　　　　与  　　　　　　費

共  済  費 合     計 備     考
報    酬 給    料 職 員 手 当 計

補 　正　 後
千円 千円 千円 千円 千円 千円

3,048,224 2,207,432 5,255,656 1,139,205 6,394,861

補 　正　 前 3,048,224 2,206,232 5,254,456 1,139,205 6,393,661

比  　　　較 0 1,200 1,200 0 1,200

　　　　（注）（　）内は、短時間勤務職員数を外数で表示。

区    　  分

職 員 手 当 の 補　 正　 後

補 　正 　前

比    　  較

時間外勤務
手　　　当



(949)人
        125

(946)人

        125

(3)人

          0

区    　  分

職 員 手 当 時間外勤務手当

千円

報    酬

159,535

1,200 

　給　　　　　　　　与　　　　　　　　費　　　　　　　　明　　　　　　　　細　　　　　　　　書

給    料 職 員 手 当 計

補 　正　 後 1,122,680 181,599 1,304,279

千円 千円 千円 千円 千円

 　　　　イ　一般職（会計年度任用職員）

区　  　　分 職　員　数
給  　　　　　　与  　　　　　　費

共  済  費 合     計 備     考

補 　正　 前 678,052 284,593 159,535 1,122,180 181,599

678,552 284,593

1,303,779

比  　　　較 500 0 0 500 0 500

備　　　　　　　　考

　　　　（注）（　）内は、短時間勤務職員数を外数で表示。

 　　(２)　給料及び職員手当の増減額の明細

千円 千円 千円 

増   減   額 増  減  事  由  別  内  訳 説        明

1,200 １.その他の増減分 1,200 


